
１．はじめに

現在、アメリカ経済はサブプライムローン問題に起因する金融危機、それに

付随する形で生じた経済不安定化ならびに財政収支不均衡拡大に直面しており、

経済状況の不透明感は強まっている。昨今のアメリカ経済は、大まかに言えば

情報化と金融経済化を両輪とした成長構造を有していると考えられるが、金融

経済化に基づいた経済成長のモデルを再考すべき時期にアメリカ経済は差し掛

かっているように思われる。

一方で、アメリカは現在においても情報通信分野に関して中心的な位置を占

めており、アメリカ経済は絶え間ない新分野登場や技術革新から垣間見えるよ

うに情報化を基盤とした経済成長構造を有している点で、注目すべき視点を提

示しているものと考えられる。

こうしたアメリカ経済の情報化、それを軸とした成長構造は１９９０年代に開花

したものと考えられる。その一方で我が国の現状を概観すると政権交代に伴う

政策的混乱もあり、いまだに長期的視野に立った座標軸ならびに経済成長戦略

を描けていないように思われる。我が国とって安易な模倣に走るべきではない
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が、アメリカの経済成長構造、とくに情報化と期を一にして生じた１９９０年代の

「ニューエコノミー」として記憶される長期かつ安定的な経済拡大について再考

を加えることは、それから約１０年経過した現在のわれわれにとって意義あるも

のと考えられるのである。

すでにわれわれは、アメリカにおける経済成長構造ならびにその政策的関与

について谷花（２０１０）で「競争力政策」の観点から考察し、さらにこの国内政

策を土台としたアメリカの経済成長戦略の世界的展開を谷花（２０１１）で論じた。

そこからは１９７０年代以降、国内経済不振ならびに国際競争力低下に直面したア

メリカが経済再生に向けた戦略を企図し、かつその国内戦略をアメリカが中心

に位置する世界経済システム形成へと昇華させようとする意図が垣間見えるの

である。いうなればアメリカの１９９０年代における経済再生は、それに向けた政

策の関与ならびに経済成長戦略の影響が濃厚であると考えられるのである。

言うまでもなく情報通信分野において、アメリカは主導的な役割を担ってい

る。現在において経済の先行きは不透明であるが、昨今の情報通信分野での技

術革新や新分野の登場、活用の面でアメリカの地位は現在においても多大な影

響力を持つものと考えられる。したがって本稿では、経済再生に向けた政策的

関与の存在いわゆる「競争力政策」の関与の是非を考察における枠組みとして

据え、現在においても情報化の進展ならびにその利活用において圧倒的な地位

を堅持しているアメリカの情報化の進展過程と、１９９０年代とくにクリントン政

権期の政策背景と構造に焦点を当てることとしたい。

２．情報化する経済における構造

（１）「ニューエコノミー」登場の背景

まずアメリカにおける経済状況ならびにその特色について簡単に概観してお

こう。

表１は戦後から２０００年代に至るまでの景気循環を示したものである。表１か

ら読み取れるように、戦後、アメリカは現在に至るまで１１回の景気循環を経験
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している。景気拡大平均期間は５８．３ヵ月であり、これと比較すると１９６１年２月か

ら１９６９年１２月までの１０２ヵ月、１９８２年１１月から１９９０年６月までの９２ヵ月および１９９１

年３月から２００１年３月までの１２０ヵ月の及ぶ景気拡大が目立ったものとなろう。

表１ アメリカにおける景気循環

循環時期 循環期間
景気の谷 景気の山 景気の谷 拡大 後退 循環

１ １９４５．１０ １９４８．１１ １９４９．１０ ３７ヵ月 １１ヵ月 ４８ヵ月
２ １９４９．１０ １９５３．７ １９５４．５ ４５ヵ月 １０ヵ月 ５５ヵ月
３ １９５４．５ １９５７．８ １９５８．４ ３９ヵ月 ８ヵ月 ４７ヵ月
４ １９５８．４ １９６０．４ １９６１．２ ２４ヵ月 １０ヵ月 ３４ヵ月
５ １９６１．２ １９６９．１２ １９７０．１１ １０６ヵ月 １１ヵ月 １１７ヵ月
６ １９７０．１１ １９７３．１１ １９７５．３ ３６ヵ月 １６ヵ月 ５２ヵ月
７ １９７５．３ １９８０．１ １９８０．７ ５８ヵ月 ６ヵ月 ６４ヵ月
８ １９８０．７ １９８１．７ １９８２．１１ １２ヵ月 １６ヵ月 ２８ヵ月
９ １９８２．１１ １９９０．６ １９９１．３ ９２ヵ月 ８ヵ月 １００ヵ月
１０ １９９１．３ ２００１．３ ２００１．１１ １２０ヵ月 ８ヵ月 １２８ヵ月
１１ ２００１．１１ ２００７．１２ ２００９．６ ７３ヵ月 １８ヵ月 ９１ヵ月

平均 ５８．３ヵ月 １１ヵ月 ６９．５ヵ月

（資料）NBER資料より筆者作成。

表２ 景気拡大局面の性格

期 間
実質 GDP
成長率

インフレ率 失業率
稼働率
（製造業）

労働生産性
変化率
（民間）

ユニットレー
バーコスト変
化率（民間）

長 期 金 利
（１０年物国
債利回り）

１９６２－６９ ４．９５ ２．６１ ４．０７ ８６．５１ ３．２０ ２．１０ ４．８４
（６２－６５） ５．６８ １．３０ ４．８５ ８６．０３ ３．８５ ０．０３ ４．１１

（６６－６９） ４．２３ ３．９３ ３．６８ ８８．０３ ２．５０ ２．６３ ５．５８

１９７０－７３ ３．６７ ４．８８ ５．３３ ８２．１３ ３．１０ ３．９８ ６．６４
１９７５－７９ ３．７０ ８．０６ ７．０４ ８０．５２ １．８８ ７．０２ ８．１７
１９８０－８１ １．１０ １１．９０ ７．３５ ７７．８５ ０．９５ ９．１０ １２．６８
１９８３－９０ ４．０１ ３．８６ ６．７４ ７９．９０ ２．０５ ２．４３ ９．５２
（８３－８６） ４．８３ ３．２５ ７．８３ ７７．３０ ２．８８ １．６５ １０．４６

（８７－９０） ３．２０ ４．４８ ５．６５ ８２．５０ １．２３ ３．２０ ８．５７

１９９１－００ ３．４２ ２．８１ ５．５９ ８１．１８ ２．１８ １．８５ ６．４１
（９１－９５） ２．５４ ２．８０ ６．５８ ８０．９０ １．４２ １．７８ ６．８８

（９６－００） ４．３０ ２．５０ ４．６０ ８１．４６ ２．９４ １．９２ ５．９５

２００２－０７ ２．６０ ２．６７ ５．０４ ７６．６６ ２．５５ １．２７ ４．４４

（出所）Economic Report of the President２０１１．
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次にアメリカの景気循環を各種経済指標の観点から吟味しておこう。表２は

景気拡大局面を各種経済指標の側面から概観したものである。

先に確認したように、アメリカ経済は現在に至るまで１１度の景気循環を経験

している。表２は長期間継続した１９６０年代、１９８０年代および１９９０年代における景

気拡大を、前半と後半とに分割して示している。ここで表２により１９９０年代に

おける景気拡大の前・後半を検討すると、景気拡大長期化の様相を示し始めた

１９９０年代後半において実質 GDP成長率が高まり、インフレ率および失業率が低

下していることが見てとれる。こうした低インフレ、低失業に特徴づけられる

長期の景気拡大は当時、「ニューエコノミー」として話題を呼んだ１。

（２） アメリカ経済の情報化

Weber（１９９７）は「ニューエコノミー」の背景について考察を行っており、１９９０

年代のアメリカ経済における低インフレ、低失業が両立した要因として経済活

動のグローバル化、金融市場の高度化、雇用環境の変化、政策の進歩、新興国

の台頭および情報化の進展を挙げている。とくに情報化に関して、在庫調整効

率化、戦略決定の迅速化をもたらすものとして位置づけており、景気循環の平

準化に寄与したものとして評価している。Weber（１９９７）に依拠するならば、情

報化の進展は経済の成長力を高めたと同時に経済構造の変化をもたらす、すな

わち情報化における経済効果の定量的側面と定性的側面２という二つの視点が演

繹されると考えられる。

そこで本節では情報化が実体経済へと与える影響ならびに情報化進展下の経

済構造の観点から、情報化する経済について考察する上での論点を整理し１９９０

年代において実現されたアメリカ経済の再生に対する考察の糸口を探ってみよ

う。

１ Cf. The Economist（１９９５）、Mandel（１９９７）および Krugman（１９９７）。
２ 北村（１９９７）は情報化の経済効果を情報財投入増加による経済成長ならびに規模の経済
性、ネットワーク効果に代表される構造変化の二つの視点から考察を行っている。
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� 情報化が実体経済へと与える影響

まず簡単であるが、アメリカにおける情報化進展の定量的側面に焦点を当て

考察してみよう。

図１はアメリカにおける情報産業の産業規模の推移を表したものである。情

報産業の定義にはハードウェアや通信機器をはじめとした製造産業、ソフトウェ

ア、サービスおよび通信産業といった利用産業が含まれている。図１によると、

情報産業の規模は１９７７年に４．２％であったものが１９９８年には８．２％に達し、２０年間

で二倍に拡大している。すなわち情報通信機器を製造するにせよ利用にするに

せよ、情報化の経済に対する影響力は増していることがうかがえる。

情報産業のアメリカ経済に与える影響の観点を実質 GDPの観点から吟味して

おこう。図１で確認したように情報産業の産業規模は拡大し、アメリカ経済に

対する影響を増しつつあるものの、たとえば１９９８年の時点で８．２％と比較的小さ

な規模の産業である。しかしながら、図２からは１９９０年代のアメリカ経済にお

ける実質 GDP成長率の２割から４割程度を担っており、情報化の進展の影響力

とともに経済成長を牽引している様子が見てとれる。

図１ アメリカにおける情報産業の規模

（出所）U.S. Department of Commerce（１９９８），p４．
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情報産業、とくに情報通信機器製造産業では技術革新を背景に、著しい価格

低下が生じている。図３は情報産業の有無を考慮に入れた物価変化を示したも

のである。１９９０年代初頭においては両者の差は小さいものであったが、１９９０年代

図２ アメリカにおける実質GDP成長率に対する情報産業の寄与

（出所） U.S. Department of Commerce（２０００），p２０．

図３ 物価と情報化の関係

（出所）U.S. Department of Commerce（１９９８），p．５．
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半ば以降両者の差は拡大をみせており、情報産業の拡大すなわち情報化の進展

が物価安定に寄与していることがわかる。

このように情報化は物価上昇抑制および経済成長へと寄与するものと評価す

ることができ、一方で Council of Economic Advisers（２００１）は情報化の進展お

よび情報産業の存在がマクロ経済における労働生産性にプラスの効果を与えて

いることを明らかにしている。つまり情報化による量的な面での経済効果は公

式に認められることになったと考えられる。

� 情報経済の構図

先にわれわれは生産性の動向を軸として、情報化が及ぼす経済効果を定量的

な側面から吟味した。その一方で、経済に対する情報化の比重が増すにつれて

どのような経済性、構図が明らかとなるのであろうか、定性的な側面から経済

性の変化について考察しておこう。

Arthur（１９９６）に依拠すれば、情報化の進展は資源多投型大量生産において支

配的であった収穫低減型経済から収穫逓増型経済への転換が促されることにな

る。この構造変化の背景には �知識、情報が固定資本的性格を持つ３。�ネッ

トワーク外部性が作用するため収穫逓増的性格を帯びる。�ハイテク財活用に

は一定のコスト、時間が必要となるため顧客を囲い込むことにつながる。その

結果、成功企業はますます成功し衰退企業は損失を広げることになる。上記三

点の経済性はハイテク産業、情報産業において典型的である。したがって以上

の経済性を念頭に置いた場合、１９７０年代以降の重厚長大産業の国際競争力低下、

経済低迷に直面するアメリカにとって、そこから脱却する意味で産業の高度化

あるいは情報化に適した経済構造の獲得が課題となったことは想像に難くない。

ところで、今日における情報化の性格が従来のそれと異なるのは野口（１９９８）

が指摘するように、インターネットの興隆など情報化の方向性が業務効率化か

３ 例として、Arthur（１９９６）はWindowsのソフトウェアの開発と複製との関係をあげてい
る。すなわちMicrosoft社はWindowsの出荷までに５０００ドルもの費用を費やしているが、
そのソフトウェアを複製するにあたってのコストは１本あたり３ドルである。
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ら企業間連携へ重心を置いたものへと変化し、情報通信機器が業務機器からイ

ンフラへと姿を変えたことにある４。同時に公文（１９９４）では情報スーパーハイ

ウェイ（National Information Infrastructure＝NII）構想に前後してテレコム産業

のみならず放送、出版、娯楽をはじめとした各産業の思惑、それらの合従連衡

について議論されているが、このことはアメリカ経済再生の重点が「規模の経

済性」から「範囲の経済性」さらには「連結の経済性」を重視したものへの移

行５を示唆する点で興味深い。言うなれば、情報化の潜在力は「メトカーフの法

則」からうかがうことができるように、ネットワークにより連結されることに

より発揮されると考えることができる。

したがって、上記のネットワーク外部性や収穫逓増をはじめとした概念を経

済情報化における構図へと当てはめてみるならば、アメリカにとってこの経済

構造の変化に照応した経済インフラ構築および経済環境形成が政策的課題とし

て浮上してくると考えられるのである。

３．競争力政策の視点

本章ではアメリカにおける情報化を軸とした経済成長を論じるにあたり、政

府の経済に対する関与とその戦略について考察しよう。

（１）アメリカにおける産業政策に関する議論

１９６０年代末期以降の経済低迷に対する処方箋としてアメリカは市場機能およ

び供給力を重視した「レーガノミクス」を展開するが、結果として「双子の赤

字」を顕在化させるなどアメリカ経済は不安定なものとなった。市場システム

を重視する当時のレーガン政権は、従来の需要を重視するケインズ政策への反

４ 技術の発展経路について野口（１９９８）が「時代の研究投資の方向によって左右」される
と述べているように、技術革新における力点の置かれ方、方向性により技術に対するニー
ズや戦略が把握可能になると考えられる。

５ Cf．宮澤（１９８６a,b，１９８８）．
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省の上に成り立っていたものの、当時において懸念されつつあった脱工業化、

あるいは日・欧をはじめとした競争相手国がアメリカ産業の市場を蚕食しつつ

あった状況もあり、経済再生に向けた新たな概念の必要性が唱道されるに至っ

た。すなわち政府が経済へと介入することで、成長産業を選択しそれへと資源

を投入するという当時としてはなじみの薄い産業政策導入の是非が問われるこ

とになったのである。

そもそも「政府が経済成長を目的とした環境を形成すべき」とする主張は、

１９７０年代末期あるいは１９８０年代初頭にその萌芽を見ることができる。例えば Car-

ter（１９７９）および Businessweek（１９８０）ではアメリカ経済の生産力に対する懸

念が表明され、Johnson（１９８２）や Tyson（１９９３）で指摘されているように、当

時、アメリカ市場を蚕食しつつあった日本が官民一体の首尾一貫した政策体系

に則って経済成長を達成したとする見解が形成された。

こうしたいわゆる産業政策に関連する議論において、アメリカのとる具体的

な方向性は Thulow（１９８０）あるいはMagaziner and Reich（１９８２）などで唱道

されているような、重厚長大型産業をはじめとした斜陽産業からハイテク、高

付加価値部門をはじめとした昇日産業へと経済資源を振り向ける、というもの

である。その転換過程で、市場あるいは民間部門のみに意思決定を委ねるので

はなく、民間部門の計画を政府における意思決定過程へと組み込むことが重要

視されている。こうした議論からは投資パターンを政府の介入により改善し、

経済成長を達成する産業政策の存在をうかがうことが可能である。

いうまでもなくここで唱道される産業政策とは、需要ではなく供給力再生を

念頭に置いたものであるので「レーガノミクス」と方向性を同じくする。しか

しながら、産業政策の根拠をMagaziner and Reich（１９８２）に依拠して考察する

と、緩慢な市場の作用を加速させる意図を読み取ることが可能であり、市場の

みでは経済再生にとって最適かつ円滑な資源配分は困難であるとする見方が垣

間見えるのである。したがって市場に対する信認に関して、産業政策は「レー

ガノミクス」とは立場が異なっている。つまり産業政策とはケインズ主義と同

様に政府の経済に対する関与を是とするものであるが、それは経済資源の選択
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と集中を目的とするものであり、経済成長を念頭に置いたミクロ的政策として

位置付けることが可能であろう。

先に議論したように、産業政策とは昇日産業を選択しそこへ経済資源を投入

することを軸として、経済成長を企図するものである６。しかしながら、政策対

象の選択についていくつか問題が存在するのも事実である。そもそも政府は「勝

者選択」の問題に直面することになり、対象の選択が不適切であった場合、非

効率部門の温存をはじめとした事態が想起されうるのである。すなわち主流派

経済学に依拠するならば、産業政策が重視する昇日産業への資源配分について

完全ではないものの、政府の介入がなくとも高付加価値部門へと経済資源は移

行することになる。一方、「勝者選択」に関しては議論が重複する形となるが、

主流派経済学が指摘するように市場が正常に機能する場合において、資源は自

動的に高い付加価値を生み出す部門へと流れることになる。このことを読み替

えるならば、市場が不完全にしか作用しない、社会的にみて過少な資源配分し

か行われないといった外部性が存在する場合、産業政策は正当化されることに

なる。

以上のように産業政策の理論的妥当性は資源配分の効率性および市場機能の

有効性の是非へと収斂すると考えられるが、実際の政策に対する影響はいかな

るものであろうか。例えば Council of Economic Advisers（１９８４）は一章を割り

当て、産業政策の是非について論じている。そこに当時のアメリカ政府の産業

政策に対する認識の高さをうかがうことができるが、産業政策採用の是非につ

いては否定的な見解を提示している。ここでは政府の経済への介入は経済資源

を効率的な用途へと向ける機能を阻害し、当時のアメリカ経済が直面する課題

を解決するよりも新たな問題を作り出すものとして位置づけられている。つま

り当時のレーガン政権は、市場の有効性の観点から産業政策の採用を退けたの

である。

６ 産業政策の理論的背景に関する議論は Krugman（１９８３，１９９４）およびNorton（１９８６）を
参照した。
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（２）「競争力政策」に関する考察７

産業政策採用は公式に否定されることになったが、１９８０年代のアメリカ経済

は「双子の赤字」の定着、ハイテク部門の国際競争力喪失など不安定さを増す

こととなった。

こうしたアメリカ経済の不安定性増大はアメリカの生産力弱体化に関わるも

のとして考えることができる。事実、アメリカ政府自身も経済構造の不安定化

とその背景にある生産力弱体化を認識しており、このことは大統領産業競争力

委員会（The President’s Commissi−on on Industrial Competitiveness）より「競

争力問題」として提起されるに至った。この大統領産業競争力委員会は、当時

ヒューレットパッカード社の社長職にあったヤングを議長とし、労使、産官学

それぞれの代表者から構成されていた。

７ 競争力政策の概要については、The President’s Commission on Industrial Competitiveness
（１９８５）および Competitive Council（１９９２，１９９３）を参照した。

図４「競争力政策」の構図

（出所）The President’s Commission on Industrial Competitiveness（１９８５）p．６，Chart１．
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そこでの政策提言 The President’s Commission on Industrial Competitiveness

（１９８５）は通称「ヤングレポート」として知られている。「ヤングレポート」は

競争力の概念を「自由かつ公正な市場のもとで、一国が国際市場におけるテス

トに見合うだけの財、サービスを作り出すことのできる度合い、同時に国民の

実質所得を維持し拡大させるだけの程度」と位置づけ、そのうえでアメリカに

おける競争力低下に対して懸念を表明し、アメリカの直面する経済問題に対処

するため「競争力政策」を唱導している。

そこで「競争力政策」の具体的構造について検討しておこう。図４は「ヤン

グレポート」が提唱する「競争力政策」の概念とその政策経路を示したもので

ある。「競争力政策」とは図４から読み取れるように、技術、資本および人的資

本の改善を土台として経済成長に向けた国内経済環境形成を図り、対外的には

通商政策を駆使し国際市場におけるアメリカ産業の地位を高めることにより、

アメリカ経済の直面する課題解決を図るものである。

ところで Cohen（１９９４）に準拠した場合、経済に対する政府の関与はその強

度に応じて�規制緩和、財政・金融政策。�輸出入管理、技術開発に対する政

府助成、人的資本改善。�育成産業の選択と資金提供。以上の三段階に分類可

能であると考えられる。すなわち、まず�では政府の政策は財政・金融政策を

はじめとしたマクロ経済政策に限定され、それ以外の産業および企業の動向は

専ら市場に委ねられることになろう。�の方策においては正の外部性の存在を

考慮する必要のある技術開発、経済成長の基盤の一つとなる人的資本育成に政

府は努めることになる。いわば市場機能に対し疑問符のつく分野に政府が関与

し、円滑な経済成長を可能ならしめるための環境形成が図られることとなろう。

�は産業政策により「勝者選択」を行うものとして考えることができる。

図４を検討してみると、経済成長に不可欠な技術、資本、人的資本の三要素

の強化を通じて国内経済環境の構築が企図されていることが読み取れる。つま

り「ヤングレポート」の唱導する競争力政策とは、育成産業の選択すなわち「勝

者選択」を行うのではなく、経済再生を目指すうえで民間部門と協働し、民間

企業の活動を促進させるための経済環境を構築するものとして考えることがで
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きる。したがって先の三つの分類に依拠するならば、競争力政策とは�の性格

を持つものとして考えることができる。

一方で、競争力政策は科学技術政策としての側面も有していると考えられる。

すなわち「ヤングレポート」では製造業の重要性が認識されており、とくに軍

民両用技術の振興ならびに情報、ハイテク産業の育成がうたわれている。すな

わち具体的な経済再生策の観点から「競争力政策」を検討すると、宮田（２００１）

から読み取れるように、ハイテク産業を梃としてアメリカ経済再生を図るもの

としても理解可能と考えられる。

経済成長に向けた環境形成を目的とした「競争力政策」であったが、結果と

して当時のレーガン政権は「ヤングレポート」の正式な受理を拒否し、その後

のブッシュ（父）政権も Council of Economic Adviser（１９９１）から垣間見えるよ

うに自由主義的な性格を持っていたものの、例えばスティーブンソン・ワイド

ラー（Stevenson−Wydler Technology Innovation Act）８成立を皮切りにバイ・ドー

ル法（University and Small Business Patent Procedure Act, Bayh−Dole Act）９、国

家共同研究法（National Cooperative Research Act of１９８４）１０などが成立し、科学

技術を軸とした経済再生を目的とした国家戦略の必要性が認識されるに至った１１。

以上の議論を総括してみると、政府が経済へと直接に介入を行い「勝者選択」

を行う産業政策の導入は見送られることになったが、これに代わり浮上してき

た競争力政策は民間部門への直接的関与を避け民間部門の活動を活性化させる

環境を形成し、その一方で科学技術振興を軸としてアメリカ経済再生を図ろう

８ １９８０年成立。国立研究所に民間分門へと技術移転を行うための部署（Office of Research
and Technology Applications）を設置すること、さらに年間予算が２０００万ドルを超える
研究所は少なくとも１人のスタッフを常在させること、くわえて研究所を有する省庁は
研究予算の０．５％以上を民間部門への技術移転に用いること、などを規定している。

９ １９８０年成立。中小企業、大学、非営利法人が政府からの研究資金に起因する研究成果を
特許として保有できることを定めている。

１０ １９８４年成立。企業同士の共同研究促進を目的とする。具体的には同法により複数企業に
よる開発コンソーシアムを含む企業同士の共同研究はカルテルと区別して扱われるが規
定された。

１１ Cohen（１９９４）によると、１９８７年に上下両院に設置された超党派の競争力議員会議には
２００名以上の議員が参加し、また第１００議会では競争力議員会議に参加する議員によって
６１１という記録的な法案が提出された。
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とする意図を持つものといえる１２。

次章では、本章で議論した政府の経済に対する関与の視点を援用しクリント

ン政権における経済成長を目的とした科学技術政策、具体的にはNII構想に焦点

を当て議論を行う。

４．NII 構想の政策的位置づけ

（１）クリントン政権の特色

１９９２年大統領選において現職のブッシュ（父）を破りクリントンが当選した。

クリントン政権最初の『大統領経済報告』、Council of Economic Advisers（１９９４）

は効率と生産性向上をミクロ経済政策について、一章を割り当て議論している。

クリントン政権の経済成長に対する立場はCouncil of Economic Advisers（１９９４）

によると、政府の経済に対する介入は市場の失敗を正し、生産と分配に関わる

コストを低減させ、社会的厚生を最大化させるものとして位置づけられている。

この政策的態度からは先に検討したMagaziner and Reich（１９８２）から把握でき

るような、市場の作用を補完しようとする立場すなわち産業政策的立場を垣間

見ることが可能であろう。同時に市場の作用を重視し産業政策を却下した Coun-

cil of Economic Advisers（１９８４）と対照的な立場を示している点で興味深い。

クリントン政権は政府の経済への介入を是認する性格を持っていたが、同時

に科学技術を重視する政権でもあった。例えばクリントン政権が発足して間も

なく行われた声明、Clinton and Gore（１９９３）では、技術革新と経済成長双方に

１２ 産業政策から競争力政策への変遷を検討すると両政策の類似性を見出すことが可能であ
る。すなわち産業政策は特定産業を選択しそこへ経済資源を投入し、それを梃として経
済成長を図るものである。しかしながら Council of Economic Advisers（１９８４）からうか
がえるように、アメリカでは人為的な「勝者選択」を忌避する傾向が強い。したがって
競争力政策は政策実行を主眼に置き産業政策の持つ統制的政策を弱めたものと位置付け
ることができる。すなわち Cohen（１９９４）は競争力政策を産業政策が科学技術政策とい
う非集権的かつ政治的抵抗感の低いものへと移行したものへと位置付け、櫻井（１９９２）
は産業政策における政策目標を経済成長を目的とした経済環境形成という折衷性の高い
ものへと拡張したものとして競争力政策を位置づけている。
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おける政権の立場が明確化されている。ここで提唱されている経済成長に向け

た方向性とは、�産業競争力を高め雇用を創出する。�技術革新が強化され投

資が新技術へと結びつくための環境を構築する。�政府レベルにおいて技術管

理の整合性を確かなものとする。�産官学および労使間の連携を推進する。�

情報通信、順応性の高い製造技術および環境技術をはじめとした重要技術に向

け国際的な研究開発努力を行う。�すべての技術革新基盤となる基礎研究に対

する関与の再確認を行う。以上の六点に集約される。ここからクリントン政権

の技術革新から経済的成果を獲得しようとする意志が見てとれる一方で、競争

力、環境の構築あるいは各経済主体間の連携をはじめとした概念が登場すると

ころに、政府が市場の作用を補完しようとする「競争力政策」の影響を垣間見

ることができる。

こうした認識の背景には Clinton（１９９３）からうかがうことができるように、

「技術こそが経済成長のエンジンであり、雇用や産業を創出しアメリカ国民の生

活水準向上を可能とする」という認識がある。その背景には政権当時における

冷戦が終結し安全保障の重心が軍事から経済へと移行したこと、くわえて旧社

会主義国崩壊による市場拡大と競争激化が存在していることは言うまでもない。

他方、政府と民間部門の関係についてClinton and Gore（１９９３）を参照すると、

民間部門が投資および技術開発において中心的役割を果たすものとして位置づ

けられており、政府は民間部門の活動を円滑ならしめる経済環境形成に努める

ものとして定義されている。これに関連して、クリントン政権の特色の一つと

して産業界との連携があげられる。従来、民主党は産業界と距離を置く傾向に

あり、産業界も共和党を支持する傾向にあった。しかしながら、クリントン政

権では、Council of Economic Advisers（１９９４）では技術開発面における軍民転

換の一環として、冷戦期に軍事研究を行っていたエネルギー省の予算の１～２

割を民間企業との共同研究に振り向けることが目標とされ、また連邦技術移転

法（Federal Technology Transfer Act）１３による官民共同研究開発制度（Coopera-

１３ １９８６年制定。これにより国立研究所の地方政府、大学、非営利団体および民間企業をは
じめとした他の研究施設との共同研究契約締結が可能となった。
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tive Research and Development Agreements）の強化など官民協働が謳われるこ

ととなった。この官民協働の試みは、「競争力政策」において重視されているも

のでもあった。

経済成長の主導的役割を民間部門に割り当てて政府は民間部門の活動を円滑

ならしめる環境を形成する、あるいは研究開発活動の軍民転換の一環としての

官民協調をはじめとした政府と民間部門における関係は、すなわち Council of

Economic Advisers（１９９４）あるいはMagaziner and Reich（１９８２）から読み取れ

るように、正の外部性による研究開発投資の不足を修正すると同時に政府支出

を民間部門を介することで、より有望な分野へと投入する意図がある。むろん

こうした政策体系はアメリカの競争力を向上させ、究極的には国民所得水準向

上を目指す点で「競争力政策」の影響を受けているものと考えることができる。

（２）NII における政策構造

クリントン政権は科学技術の経済成長に対する重要性を認識していたが、本

節ではさらに踏み込んでこのことについて検討し、NII構想の政策的位置づけに

ついて考察しておこう。

クリントン政権の科学技術を重視する方向性は大統領選にまで遡ることがで

きる。例えば大統領選中に公表された Clinton and Gore（１９９２）は、政権の科学

技術政策に対するビジョンを示したものであるが、そこでは �情報スーパー

ハイウェイの構築。�連邦政府による科学技術投資を新素材、情報通信、新製

造技術などに振り向ける。�産業界との協調が図れるよう国立研究所の改革を

行う。�民間部門の投資および技術開発環境を構築する �中小企業の支援。

�人的資本への投資。などが提唱され、早くから科学技術と経済成長との関連

を強く認識していたことがうかがえる。

この政策構想の背景には、当時の産業政策に関連する議論が想定していたハ

イテク産業の台頭と重厚長大産業の不振など、昇日産業と衰退産業との間に存

在する不均衡がある。その一方で対外面に目を向けてみると、日・欧企業が競

争力を高め、とくに日本企業は日本的経営慣行を土台にME化を進め、電気機
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械、半導体、自動車、コンピュータなど従来アメリカが国際競争力を有してい

た先端技術産業においてその存在感を増しつつあった。

国際競争の激化は、それが輸出あるいは対外直接投資の形態であれ先進国間

のみならず新興国を巻き込んでの経済の相互浸透、つまりグローバル化の進展

をもたらす。

進展する経済のグローバル化を背景として、クリントン政権は The National

Science and Technology Council（１９９６）を公表し政府の役割を明確化した。そ

こでは、�政府の第一の役割は技術革新努力を促すための環境構築に努めるこ

と。�政府は技術革新成果の商用化を促進すること。�政府はアメリカ産業を

支援するための世界規模のインフラを構築すること。�政府は軍事技術と民生

技術双方に要するコストに十分かつ効果的に対応できるよう軍事・民生双方の

基盤統合に努めること。�急速に変化しつつある知識経済へ対応すべく世界レ

ベルの労働力を育成すること。などの項目が規定されている。図４に表されて

いる「競争力政策」では、技術、資本および人的資本育成を土台として経済成

長に向けた環境形成を図るものであるが、ここでのクリントン政権における方

針は技術革新成果の商用化、ならびに人的資本の育成、インフラ構築などそれ

を円滑に進めるための環境構築を目指すものである。言うまでもなく技術革新

は生産性を向上させ同時に新分野創出を促す。さらにインフラ構築は経済成長

にとって不可欠である。したがって The National Science and Technology Coun-

cil（１９９６）で明確化されたクリントン政権の技術戦略の方針は、科学技術を経済

戦略の一端として位置づけているものと考えられ、そこに「競争力政策」との

関連を見てとることができよう。

「競争力政策」は経済成長を目的とした経済環境構築を企図するものであるが、

ここでクリントン政権における経済成長戦略と科学技術政策との関連を The

National Science and Technology Council（１９９６）に依拠して読み解くと、技術

開発における軍民転換とインフラ構築の意図が浮かび上がる。

まず技術開発における軍民転換についてCouncil of Economic Advisers（１９９２）

は、アメリカにおける技術開発に関してそれが軍事に偏重しており民生分野で
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停滞している点を指摘し、技術開発活動の軍民転換の必要性を指摘している。

当時のクリントン政権期における技術開発の軍民転換の背景には本田（１９９７）

が指摘するように、軍事部門と民生部門とを統合することで効率的な軍事生産

基盤を獲得すると同時に、アメリカ企業の先端技術分野での国際競争力を獲得

しようとするアメリカ政府のねらいがある。

一方でアメリカ産業を支援する上での経済環境、すなわちインフラ整備にお

いては大統領選挙中より構想されていた NIIがそれに相当する１４。当時のアメリ

カ政府の見解からは、NII構築を情報革命の開放として位置づけ１５、それにより

アメリカ国民のライフスタイル、労働ならびにコミュニケーションに変化をも

たらす１６、いわば経済成長、競争力強化をもたらすものとしての期待をうかがう

ことができる。

クリントン政権は NIIにおける基本構想の九原則１７を U.S. Department of Com-

merce（１９９３）を通じて明らかとし、さらに副大統領のゴアも NIIにおける五原

則を公表し１８、その基本構想と原理を示した。これら原則において重要であるの

は以下の二点と考えられる。

まず後に焦点を当て議論するが、NIIは政府が主導するのではなく民間部門と

協調し構築されることである。すなわち NII構築における政府の役割とは、それ

に必要なルール作りならびに設備投資に関しては租税政策を通じて民間投資の

１４ Pavlik（１９９６）によると、当時 NIIはインターネット、広帯域幅通信、ビデオオンデマ
ンド、双方向放送を含む幅広い情報インフラとして議論されていた。

１５ Cf. U.S. Department of Commerce（１９９３）．
１６ Cf. Benhamou（１９９４）．
１７ NII九原則は以下の通り。�税制および規制改革を通じて民間投資を促進する �普遍
的な情報サービスの拡張を図る �国民的利益が期待されうるものの、市場メカニズム
が十分に反映されず民間投資が過少な分野において政府が技術開発およびその応用を進
める �「ネットワークのネットワーク」として双方向かつユーザー指向的な継ぎ目の
ないネットワークを構築する �ネットワークの安全性を高めることを通じてNIIに対
する信頼性を確保する �周波数管理の改善 �知的財産権の保護 	互換性における
標準を確立し、海外市場へとアクセスするため他国との協調を図る 
政府の情報、調
達へのアクセスを保障し拡大する。

１８ Gore（１９９３）によると NII五原則は以下の通り。�NIIへの民間投資を奨励する �競
争を促進しかつそれを保護する �NIIを開放しオープンアクセスを確立する �情報
格差を阻止する �政府の柔軟性を促進する。
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誘導を図る点にある。つぎに両原則からは、継ぎ目のないネットワークあるい

はオープンアクセスを確立することにより情報ネットワークひいては市場規模

拡大指向がうかがうことが可能である。そもそも村山（２０００）ならびにMadrick

（２００２）が指摘するように、アメリカにおける経済成長の背景にはネットワーク

に裏打ちされた市場の存在がある。すなわち情報ネットワークの規模と価値と

の関係を説明する「メトカーフの法則」に依拠するならば、情報ネットワーク

の構築は各市場参加者を連結することでさらなる市場価値、経済規模の拡大を

もたらすものと考えられる。

いわば U.S. Department of Commerce（１９９３）において指摘されるように、情

報そのものが経済資源へのアクセスを意味し、かつ情報を創造、操作および管

理する技術はアメリカ産業の競争力を維持し高賃金の雇用創出へと至るため、

結果として NII構築はアメリカ国民の生活水準向上をもたらすものと位置付ける

ことが可能である。つまり NII構築はアメリカ経済における競争力を強化する上

での基盤を強化し経済成長、最終的には図２に示されているアメリカ国民の生

活水準の向上およびよりよい雇用の創出を企図するものであり、この点で競争

力政策との関連を見出すことが可能であると考えられる。

５．NII と民間部門における関係

これまでの議論を振り返っておこう。アメリカ経済再生を目的とした競争力

政策の基本的姿勢は、政府が直接的に経済へと介入し「勝者選択」を行うので

はなく、民間部門の活動を支援する上での環境形成を主眼としたものである。

さらに NIIも「競争力政策」と同様にその構築に際しては民間部門が主導し、そ

の情報インフラを軸とした経済成長を企図している。すなわち競争力政策およ

び NII構想における共通性は経済成長を主眼とした環境形成と、それを主導する

存在して民間部門を位置づけている点にある。

前章においてわれわれはクリントン政権の政策構想の観点からNIIについて議

論したが、本章では民間部門に焦点を当てることでNII構築における政策との関
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連について検討する。

（１）ハイテク産業の動向

NII構想の経緯を遡ってみると直接的には１９９２年の大統領選にまで遡ることが

できる。すなわち NII構想はフィラデルフィアのビジネススクール、ウォートン

校での講演１９で明らかとされた。そこではアメリカにおける労働者の半数以上が

情報集約的産業に従事している現状が示され、道路網整備と同様に情報ネット

ワークは経済成長にとってのインフラになるとの見解が示されている。しかし

ながら情報ネットワーク構築に関する国家戦略が従来の政権において欠如して

おり、その解として１９５０年代のインターステートハイウェイが経済成長の起爆

剤となったように、２０１５年までにドア・ツー・ドアの光ファイバー網の構築が

唱導されている。

赤木（１９９６）が指摘するように、大統領選およびクリントン政権初期におい

て NII構築は政府主導の性格が濃厚であったが、企業およびアメリカ国民からの

反発に直面し構築形態は政府との協働を基本とし民間部門が担うものへと変化

していった。大統領選を通じて NII構想は膨らみ、発展するが同時に民間部門、

とくにハイテク産業の指示を得ることになった。すなわちシリコンバレーにお

ける代表的経営者であるヒューレッドパッカード社のヤング、アップル社のス

カリー、オラクル社のエリソンらが民主党を支持することとなった２０。ハイテク

産業による民主党支持の背景には、とくにヤングは先述したようにレーガン政

権期の大統領競争力委員会の議長を務めているなど産業界は共和党を支持する

傾向が強かったが、１９８０年代での産業政策あるいは競争力政策における議論で

把握したように、レーガン、ブッシュ（父）両政権による、政府と民間部門に

おける一貫した政策体系が求められる情勢での市場システムを重視した自由放

任主義的姿勢がある。BusinessWeek（１９９３）で指摘されているように、官民一

体の一貫した政策体系の必要性は、産業界が競争力政策の一環として私的団体

１９ Cf. Clinton（１９９２）．
２０ Cf. The Wall Street Journal（１９９２）および Robertson（１９９３）．
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である競争力評議会（Competitiveness Policy Council）を通じて長年訴えてきた

ものであり２１、むろんハイテク産業も政府との連携を望んでいた。つまり NII

構想とは奥村（１９９３）が指摘するように「決して思いつきや一夜漬けでなく、

ハイテク産業や大企業の経営者たちが水面下で１０年来構想し準備してきた再生

プランに裏打ちされている」ものと考えることが可能であろう。

（２）政府－ハイテク産業間における関係

先の議論によりわれわれは、NII構想が長年にわたりハイテク産業が企図して

いた官民協調を基盤として推進されたとする視点を得た。そこで本節では NII

構築に向けた具体的取り組みの検討を通じて、その実態について検討しよう。

まず、競争力評議会の動向について検討しておこう。競争力評議会はアメリ

カが対外収支不均衡拡大に直面していた１９８０年代半ばに設立された、実業界、

学界および労働界それぞれの代表からなる超党派、非営利の団体である２２。競争

力評議会はグローバル化、超高速度通信、産業活性化およびエネルギー安定供

給などをはじめとしたアメリカの直面する課題に対して国際経済におけるリー

ダーシップ確立の観点から提言を行ってきた。

NII構想に関して、競争力評議会はヤング（前ヒューレッドパッカード会長）

とベスト（MIT学長）の連名で提言を行っている２３。この提言は NIIをアメリカ

の競争優位を左右するものとして位置づけていると同時に、NII構築における政

府と民間部門との役割分担について、政府は新しい需要に適合した法整備、実

際的なアプリケーションを普及させるための研究開発プログラムを確立するこ

と、一方で民間部門は NII構築と運用を担い新たなサービスを消費者に向けて提

供することが提案された。つまり競争力評議会の見解からはNIIに関して主体は

あくまで民間部門であり、政府は民間部門が活動するうえでの環境形成に徹す

るべきとする態度をうかがうことが可能である。

２１ Cf. Competitiveness Policy Council（１９９２，１９９３）．
２２ Cf. Council on Competitiveness, “About Us”, http://www.compete.org/about−us/
２３ Cf.Lepowski（１９９３）．
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コンピュータシステム政策プロジェクト（Computer System Policy Project:

CSPP）は１９８９年に設立されたコンピュータ製造、情報サービス企業の連合体で

ある。CSPPにはアップル、コンパック、データ・ゼネラル、DEC、ヒューレッ

ドパッカード、IBM、NCR、シリコン・グラフィックス、ストラタス・コンピュー

タ、サン・マイクロシステムズ、ユニシスをはじめとしたアメリカの代表的な

情報産業が参加し２４、アメリカ産業のグローバル市場での競争力維持を目的とし

て、NIIをはじめとした連邦政府による R&D支援や労働力調査など情報産業の

みならず全産業が直面する課題に取り組んでいる２５。

表３は CSPPが公表した主な提言を示したものである。CSPPによる提言は市

２４ Cf. Computer System Policy Project, “About Us”, http://www.cspp.org/organize/index.
html

２５ Cf. Computer System Policy Project, “About CSPP”, http://www.cspp.org/reports/index.
html

表３ CSPPによる提言一覧

１９９０年春 市場アクセスの見通しと反ダンピング法改革
１９９０年７月 重要技術における成功要因
１９９１年２月 アメリカにおける技術政策の見通し Part1：連邦研究開発投資
１９９１年２月 アメリカにおける技術政策の見通し Part2：産業との係わりの促進
１９９１年１２月 高性能コンピューティングと通信に対するヴィジョンの拡張：アメリカの未来をつなぐ
１９９２年１０月 アメリカにおける技術の見通しと通商政策:第１０３回議会に向けた CAPPのアジェンダ
１９９３年１月 NIIにおける見通し：CSPPのヴィジョンと提言
１９９３年４月 ヘルスケア改善に向けた情報技術の貢献
１９９３年６月 変化と歩調を合わせる
１９９３年９月 政府情報とサービスへのアクセス改善における情報技術の貢献
１９９４年１月 輸出関連政策の見通し：基礎的改革の必要性
１９９４年２月 NIIにおける見通し：相互運用性の確保
１９９４年２月 NIIにおける見通し：NII技術の発展と普及を加速させる
１９９４年３月 生涯教育に対する情報技術の貢献
１９９４年１２月 NIIにおける競争と普及についての見通し、CSPPと情報技術産業会議との共同報告
１９９５年１月 成長のための自由:公共政策とアメリカのコンピュータ産業
１９９５年２月 GIIにおける見通し
１９９５年５月 NIIの相互運用性における見通し：情報に富むドキュメントの相互運用性改善に向けた産業戦略
１９９６年１月 情報時代のセキュリティに対する見通し
１９９６年１０月 情報時代における公共政策:デジタル化と競争

（出所）CSPP, CSPP Reports http://www.cspp.org/reports/index.html
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場アクセス、技術政策、輸出政策など多岐にわたっており、それらが一貫した

公共政策として認識され、同時に情報通信技術を軸に成長に向けたアメリカ経

済環境を形成しようとする意図が提言一覧より読み取れる。とくにNIIに関して

は Computer System Policy Project（１９９１）における提言にみられるように、高

性能計算および通信（High Performance Computing and Communication:

HPCC）を NIIの基盤とし、その発展形として官民協調での情報通信インフラ構

築を求めている２６。

Computer System Policy Project（１９９１）で示された方向性がより明確なもの

となったものがComputer System Policy Project（１９９３）である。ここではHPCC

を土台として NIIの構築を行うため、官民からなる NII会議（National Informa-

tion Infrastructure Council）の設置を求めている。こうした CSPPの動向からは

NII構築における政府の意思決定にハイテク産業が関与していることをうかがう

ことが可能であろう。

さらにNII自体に焦点をあてることで、その推進を目指していたのが産業間ワー

キングチーム（Cross−Industry Working Team: XIWT）である。XIWTは全米研

究構想組合（Co−rporation for National Research Initiative:CNRI）２７下の一部門で

あり、自らを技術と産業とが交差する位置にあるものとして位置づけて、産官、

公共のそれぞれが直面する課題および論点を集約させ様々な提言を行ってきた。

表４に示されているように、XIWTにはハイテク産業をはじめとしてアメリカ

の代表的な企業が参加している。その目的は表５からうかがえるように、電子

商取引をはじめとした産業の境界を越えた技術に対する理解と応用を促進させ、

官民における代表者間の対話を進めるなど NII構想を現実世界へ向けて転換し実

行に移すことにある。

このように民間部門の主導するNIIの輪郭を競争力評議会、CSPPおよび XIWT

２６ Robertson（１９９３）は CSPPからクリントン政権に対しNII構築の要請がなされたことを
指摘している。

２７ １９８６年に設立された非営利の研究開発組織。産官学協働で長期的な視野で研究開発活動
における生産性を向上させる実験的インフラに対する科学的研究に取り組んできた。
Cf. “Welcome to CNRI”, http://www.cnri.reston.va.us/home/cnri.html
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の動向から読み取ることができるが、その立場を如実に表しているのが XIWT

専務理事ブラウンスタイン博士による合衆国下院科学委員会技術小委員会にお

ける証言２８であろう。この証言の要点をまとめると、�政府の市場に対する関与

について、市場が開かれたものであることを保証し、特定の技術に対する選択

２８ Cf. United States Congress House, Committee on Science, Subcommittee on Technology
of the Committee on Science, U.S. House of Representatives, One Hundred Fourth Con-
gress, Second Session, June２５,１９９６．

表５ XIWTによる提言一覧

１９９４年９月 NIIアーキテクチャの枠組み
１９９４年９月 NIIにおける電子マネーと支払
１９９５年６月 NIIにおけるノマド性
１９９５年１０月 NIIにおける電子商取引
１９９５年１１月 NIIのビジョン：１０のシナリオ
１９９７年２月 現在ならびに台頭しつつある NIIとっての階層の側面
１９９７年５月 電子情報へのアクセスを管理する：電子オブジェクトと操作を基盤としたアプローチ
１９９８年９月 インターネットサービス成果の顧客視点:計測方法と単位
１９９９年７月 情報インフラを構築する:進捗報告
２０００年６月 インターネットサービスの成果:データ分析と可視化

（出所）Cross−Industry Working Team, XIWT Documents, http://www.xiwt.org/documents/documents.org/

表４ XIWTにおけるメンバー

Alcatel Telecom GTE laboratories New York Times

American Mnagement Systems Hewlett−Packard Company Nortel

Ameritech Houston Associates Novell

AT & T Hughes Network Systems Philips Research Briarcliff

Bell Atlantic Network Services IBM Corporation Pitney Bowes

BellSouth Intel Corporation QuantumLink

Cisco Systems InterTrust Technologies SAIC

CitiGroup Inverse Network Technology SBC Technology Resources

Compaq Computer Corporation Kaiser Permanente Sun Microsystems

Corning Lucent Technologieg Telcordia Technologies

CyberCash MCI WorldCom Texas Instruments

EarthLink Network Motorola US West

Ericsson NIST West Group

（出所）Cross−Industry Working Team, XIWT Members, http://www.xiwt.org/AboutXIWT/AbutXIWT/mem-
bers.html.
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を回避するなど、公共と民間の行動に対して慎重であること。�技術標準確立

において、情報通信分野では多くの技術が登場しているが、技術を最大限効率

的かつ効果的に用いるために業界は競争的環境で行動する必要がある。競争的

環境こそが技術を広く普及させる上でのコンセンサス形成を可能とする。ここ

での政府の役割とは、ベンダーに対し業績評価に関する中立的な方法、信頼性

の高いデータおよび論争となっている分野における中立的フォーラムの開催を

はじめとした産業界でのコンセンサスを形成するための環境を整備することで

ある。�国際競争の場において、アメリカ企業は成功を収めている。国際競争

における継続的な成功は、技術標準採択における政府による国際的協議によっ

てもたらされると考えられる。この国際協議の場では、アメリカは技術的な面

に精通した有能な代表および産業界の参画が必要である。�継続的な知識資本

形成に関して、新しい知識や人的資本は産業の盛衰を左右するものである。し

かしながら、それらの形成は産業自体の能力や直接的経済利益を超えたところ

に位置している。つまり、政府の役割は社会全体が利用可能である知識基盤を

整備することである。

ここに政府と民間部門との関係が明確化されていると考えられる。すなわち

政府の役割とは、情報提供や正の外部性により供給が過少となる研究開発、人

的資本投資を担うなど市場競争を行ううえでの土台を提供することにある。一

方で民間部門には、市場競争を通じて技術標準を確立し、さらにグローバル市

場を視野に入れてアメリカ国内での競争で確立した技術標準の世界的展開が課

せられることになるのである。

このように技術標準確立における主体はあくまで民間部門であり、政府には

民間部門の活動を円滑にならしめるための環境整備、くわえてアメリカ国内標

準の世界的展開に関する努力が求められているように、アメリカ産業の競争力

強化を目的としていることが先の証言より理解できる。

つづいて NIIの構想が実施へと至る構造の観点から、政府と民間部門との関係

を検討してみよう。図５は情報基盤タスクフォース（Information Infrastructure

Task Force: IITF）の組織を表したものである。NIIの構築と運用は民間部門が
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主導して行う一方で、クリントン政権は NIIの方向性を明確化し、それを実行に

移すため IITFを設置した。IITFは情報技術の発展と応用について主要な役割を

果たしている連邦政府高官により構成されている。具体的には図５から見て取

れるように、大統領を頂点に商務省長官が直接的に組織を統括し、組織は全米

標準技術協会（National Institute of Standard and Technology: NIST）、科学技術

政策局（Office of Science and Technology Policy）および全米経済評議会（Na-

tional Economic Council）の支援を受け、通信政策、情報政策およびアプリケー

ションと技術に関する委員会が設置されている。

IITFにおいて重要であるのは、民間部門と協力することにより IITFに参加す

る各機関は、各機関と国全体双方の必要を満たす包括的な情報通信政策形成に

努めている点である。たとえばクリントン政権は、大統領令１２８６４号により NII

に関する諮問委員会を設置している。諮問委員会では、NII構築に関する課題に

図５ IITF の組織図

（出所）IITF, IITF Committees and Working Groups, http://www.iitf.nist.gov/committee.html
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関する議題について商務省長官へ助言するため政府の活動がガイドラインに適

切に沿っているかの判定が行われる。この諮問委員会は産業界、学界、労働界、

公益団体および地方政府の二年交代３７人の代表からなり、この諮問委員会によ

り各界は各々の利害を実際の政策運営に反映させることが可能となっている２９。

NII構想についてわれわれは CSPP、XIWT、IITFをはじめとした取り組みを

例にとり、政策構想過程から実施過程を概観したが、各過程においてアメリカ

政府の意思決定に民間部門が介在していることが確認された。この点でNII構想

は「政府と民間部門との合作」と定義できる。またNIIを競争力の観点から考察

すると、アメリカ政府にとってみれば経済成長を目的とした環境形成を通じて

競争力強化および経済的プレゼンス向上を目的とするものである。一方で民間

部門の視点に立つと、情報通信技術活用のための環境が形成されることによる

競争力向上や収益機会獲得が見込まれることになる。ここにNIIを介したアメリ

カ政府および民間部門の利害の一致をみることができる。

（３）NII 構想とインターネットの進展

図６からうかがえるように、インターネットホスト数は１９９０年代半ば以降、

爆発的な伸びを見せている。インターネットの爆発的な拡大は村井（１９９５）が

指摘しているように、視覚的かつ簡単な操作で情報の交換と共有を可能とした

「モザイク」や「ネットスケープ・ナビゲータ」の登場、そして半導体技術進歩

によりコンピュータの小型化が進み分散的情報処理が可能となり、そこに商用

インターネットサービスが登場しアメリカ企業が活用し始めた事情が背景にあ

る。

そもそも Cronin（１９９６）が指摘するように、当初クリントン政権はインター

ネットに関して強い関心を払ってきたわけではなかったが、これまで主導して

きた NII構想と並行させる形で発展してきたインターネットへと軸足を移してき

た。インターネットの商用利用に関しては１９９６年通信法改正に起因する規制緩

２９ U.S. Department of Commerce, About the President’s Information Infrastructure Task Force,
http://www.iitf.nist.gov/about.html
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和、業界再編が生じる３０にしたがいDrake（１９９５）で議論されているように、NII

のすべての面に市場システムを適用すべきとの見解と教育やユニバーサルアク

セスをはじめとしたNIIの基幹部分は政府が担うとの見解との間に争点が生じた。

しかしながら、通信、コンピュータおよびネットワーク技術においてアメリカ

が主導権を握ることについては、競争力強化の点で決定的な要素であるという

認識で見解の一致をみた。さらにクリントン政権はコマースネット（Commer-

ceNet）３１を通じインターネットの商用利用を促したが、これに情報通信、出版、

金融に関するアメリカ企業が参画しインターネット上の取引における議論や設

計を行うこととなった。

３０ Cf．「米国、６０年目の大改正 新通商法で棲み分け排除電話もテレビも合従連衡」『日経
ビジネス』１９９６年３月１１日号、pp．８２－８４、「米国通信法改正がもたらすもの 巨大な可
能性の解放それは「夢」の規制緩和」『日経ビジネス』１９９６年４月２２日号、pp．１４９－１５２。

３１ １９９４年にインターネット上での電子商取引、共同作業を行うためのアプリケーションを
開発しハイテク産業の競争力を高めるために設立された。

図６ 全世界のインターネットホスト数

（資料）郵政省『通信白書（平成１２年版）』。P．１４。
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周知の通り、現在においてインターネットは社会、経済に広く普及しており

必要不可欠なインフラとなっている。「ニューエコノミー」の出現にみられるよ

うに企業間競争の性格を変え、インターネットはアメリカ経済・産業の競争力

強化の一翼を担っており、NII構想が具体化したものとして位置づけられよう。

６．結論および若干の議論

本稿においてわれわれは NII構想を題材にとり、情報化とアメリカにおける経

済成長政策について議論した。

われわれはまず、NIIと経済成長政策との関連を読み解く鍵として「競争力政

策」について吟味した。「競争力政策」とは、１９６０年代末期以降経済不振に直面

するアメリカが、経済再生および対外収支不均衡是正を目的とした一連の政策

体系である。経済政策を政府の経済に対する関与の度合いに応じ、�規制緩和、

財政・金融政策。�輸出入管理、技術開発に対する政府助成、人的資本改善。

�育成産業の選択と資金提供。以上の三段階に分類可能であると考えられる。

この中で競争力政策は�に該当し、政府が直接に経済へと介入し「勝者選択」

を行うのでなく、民間企業の活動促進を梃とした経済成長環境の形成を目的と

したものである。

「競争力政策」の採用は、市場システムを重視するレーガン、ブッシュ（父）

両政権の姿勢もあり公式に却下されたものの、その後のクリントン政権の経済

成長に対する立場は、「競争力政策」との関連をうかがわせるものとなっている。

「競争力政策」は１９８０年代における議論に見るように産業政策の流れを汲むもの

と考えることができ、産業政策の「勝者選択」的性格を希薄化し科学技術政策

の重要性を認識したものでもあった。

クリントン政権は、経済成長の観点から科学技術の重要性を認識した政権で

あった。クリントン政権期の科学技術政策は、技術開発の軍民転換をはじめと

した官民協調および NIIに特徴づけられる。

今日の情報化の特色はインターネットにみられるように、その方向性が業務
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効率化から企業間連携へ重心が移行したことにある。情報化における経済構造

の変化は、理論的には情報化進展により、アメリカ経済の性格が「規模の経済

性」から「範囲の経済性」さらに「連結の経済性」が台頭したものへの移行と

照応するものと考えられ、他方、情報そのものが経済資源へのアクセスを意味

し、同時にアメリカ産業の競争力を維持し高賃金の雇用創出の可能性を持つ。

経済性の変化ならびに情報の重要性を念頭に置くならば、情報ネットワークす

なわち NII構築はアメリカ国民の生活水準向上をもたらす基盤と位置付けること

が可能であろう。つまり NII構築はアメリカ経済における競争力を強化する上で

の基盤を強化し経済成長、最終的にはアメリカ国民の生活水準の向上およびよ

りよい雇用の創出を企図するものと考えることができる。この点で NII構想と

「競争力政策」との関連を見出すことが可能である。

NII構築の基本原則はクリントンによる九原則あるいはゴアによる五原則が知

られるが、これらに共通した要素は、NIIは政府が主導するのではなくそれに必

要なルール作りを担い、運用と構築は民間が主導すること、そして継ぎ目のな

いネットワークあるいはオープンアクセスを確立することである。NII構想にお

いて構築主体はあくまで民間部門であり、その情報インフラを土台とした経済

成長を企図する点でも、「競争力政策」との関連をうかがうことが可能である。

その構築において民間部門が主導する点で、NIIはハイテク産業の支持を得る

こととなった。また、民間部門自体も政策決定・運用過程において競争力評議

会、CSPP、XIWTおよび IITFをはじめとした団体を通じての提言および影響力

を行使していることが明らかとなった。つまりNII構想とは「政府と民間部門と

の合作」として考えることが可能である。

本稿の課題について述べておきたい。本稿においてわれわれは競争力政策を

基本的視座に据え、NII構想について議論した。競争力政策とは政府が国内環境

を整備し、その世界的展開を図ることでアメリカの経済成長を目指すものであ

る。いわば競争力政策は国内経済環境の整備とその世界的展開という二つの視

点を包含するものと考えられる。

今日における世界経済を鑑みるに、情報通信分野においてアメリカは中心に
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位置している。カネを経済の血液とするならば、情報は神経に相当すると考え

られ、この神経系においてアメリカ経済は覇権的性格を強めていると考えられ

る。この状況と照らし合わせると、本稿における議論は、アメリカが主導する

情報化の世界的展開に対する視野が欠けていると言わざるを得ない。本稿が対

象とした NII構想は、その後世界情報基盤（Global Information Infrastructure:

GII）構想へと昇華するが、世界経済におけるアメリカによる情報覇権形成の政

策的背景については今後の課題としたい。
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